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◆特定業種退職金共済制度

高田支店 大和高田市西町１－５５
近畿労働金庫　近畿労働金庫は、労働者の団体が行う福祉共済活動の健全な発展を促進し、労働者の生活の向上を図るために設立された、労働者のための金融機関です。名称 所在地奈良支店 奈良市大宮町３－４－２９  大宮西田ビル１F桜井支店 桜井市桜井１２２７－４大和郡山支店 大和郡山市南郡山町５５４－１  NTT大和郡山ﾋﾞﾙ１F全労済　全労済（全国労働者共済生活協同組合連合会）とは、消費生活協同組合法（生協法）に基づき、厚生労働省の認可を受けて設立された共済事業を行う協同組合です。　全労済は、生命の危険や住宅災害、交通事故など私たちの生活を脅かす様々な危険に対し、組合員相互の助け合いを保険のしくみを使った共済事業を行っています。お問い合わせ 所在地全労済奈良県本部　　０７４２－２３－６０３１ 奈良市西木辻町200-47　　中小企業退職金共済制度　中退共制度は、中小企業退職金共済法に基づき、単独で退職金制度を設けることが困難な中小企業の方の相互共済と国の援助で、大企業と同じような退職金を支払うことができるようにする制度です。この制度は、独立行政法人勤労者退職金共済機構・中小企業退職金共済事業本部（中退共）が運営しています。お問い合わせ 所在地中退共大阪コ－ナ－　０６－６５３６－１８５１ 大阪市西区阿波座１－７－１３　商工中金阿波座ビル７階建設業、清酒製造業、林業で働く方を対象にした退職金制度です。お問い合わせ 所在地建設業退職金共済事業本部奈良県支部　０７４２－２２－３３４５ 奈良市高天町５－１　　　奈良県建設会館内清酒製造業退職金共済事業本部奈良県支部　０７４５－５１－３３８８ 奈良県大和高田市幸町２－３３　　　産業会館２階林業退職金共済事業本部奈良県支部　０７４２－２６－０５４１ 奈良市内侍原町６－１　　　奈良県林業会館内
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電話０７４２－２６－６９０００７４５－２２－６６３１
電話０７４５－５５－５７５５
電話０７４５－２２－６０４５

市町村名 所在地 電話奈良市 奈良市三条本町１３－１奈良市保健所・教育総合センター  ０７４２－３４－３３０５大和高田市 大和高田市池田418-1　　大和高田市総合福祉会館1階 ０７４５－２３－１００６大和郡山市 大和郡山市高田町９２－１６　　市民交流会館２階 ０７４３－５３－１２１３天理市  天理市川原城町６０５　　 ０７４３－６３－１００１橿原市 橿原市内膳町１－６－８　　橿原市観光交流センター３階 ０７４４－４７－２３３０桜井市 桜井市粟殿１０００番地の１桜井市保健福祉センター「陽だまり」 ０７４４－４７－４５００五條市 五條市本町１－３－１８　　五條市児童館 ０７４７－２２－２２２８生駒市 生駒市元町１－６－１２生駒セイセイビル３階　子育て支援総合センター ０７４３－７３－５５５２香芝市  香芝市逢坂１－３７４－１　　 ０７４５－７９－７５２２葛城市 葛城市北花内３４１　　葛城市子育て支援センター内 ０７４５－６９－５２４１宇陀市 宇陀市榛原下井足１７－３ ０７４５－８２－２２３６

労働会館　労働者の文化の向上、福利の増進、労使関係の円滑化を図るために、県内２箇所に設置しており、会議、集会等の会場として、どなたでも低料金で利用できます。名称 所在地奈良労働会館（エルトピア奈良） 奈良市西木辻町９３－６

名称

天理市地域子育てサポートクラブ橿原市ファミリー・サポート・センター五條市ファミリー・サポート・クラブ

中和労働会館（エルトピア中和） 大和高田市西町１－６０働く婦人の家　「働く婦人の家」は、その地域に居住している、またはその地域で働いている女性労働者の教養及び文化の向上、福祉の増進を図るため、県内では広陵町に設置されています。名称 所在地広陵町「働く婦人の家」 北葛城郡広陵町大字笠１６８

香芝市地域子育てサポートクラブ

所在地大和高田市勤労青少年ホーム 大和高田市野口２０－１ファミリーサポートセンター　ファミリー・サポート・センターは、子どもを一時的に預かってもらいたいときや、保育施設等への送迎をお願いしたいときなど、子育ての援助を受けたい人（依頼会員）と援助を行いたい人（提供会員）が会員となり、地域において、育児について相互に助け合う会員組織です。
勤労青少年ホーム　勤労青少年ホームは、働く青少年が健全な余暇活動を行う施設として、県内では大和高田市に設置されており、その地域に居住または就労している勤労青少年のために、各種講座・講習会を開催したり、スポーツ・趣味・文化等のグループ活動のための場を設けています。

宇陀市ファミリー・サポート・センター

名称奈良市ファミリー・サポート・センター大和高田市子育てサポートクラブ大和郡山市こどもサポートセンター
桜井市ファミリー・サポート・センター
葛城市ファミリー・サポート・クラブ
生駒市ファミリー・サポート・センター
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川西町 磯城郡川西町唐院１２２　　川西町ふれあいセンター ０７４５－４３－２５７５明日香村 明日香村大字立部７４５番地 ０７４４－５４－５５５０ファミサポ明日香川西町子育て支援センター
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奈良県では、ろうきんと提携し、勤労者の方への低金利融資を実施しています。
対象者 ◆下記の要件を全て満たす方・育児または介護休業を取得中（取得することが確定している場合も含む）　ただし、休業期間が1ヶ月以上あること・県内在住または在勤・現在の住所に1年以上居住・現在の勤務先に1年以上勤務資金使途 休業中の生活費貸付限度額 ◆育児：　１００万円（育児休業の残月数×10万円）◆介護：　　 60万円（介護休業の残月数×20万円）貸付利率 １．６％（保証料は別途必要）貸付期間 ５年以内（据え置き期間１年以内）主な書類 育児休業証明書または介護休業証明書・印鑑証明書・住民票・公的所得証明書　等担保・保証 （社）日本労働者信用基金協会の保証をご利用いただきます。
対象者 ◆中小企業（※１）に勤務する方で、下記の要件を全て満たす方・県内在住または在勤・現在の住所に1年以上居住・現在の勤務先に1年以上勤務◆離職中で下記の要件を全て満たす方・雇用保険受給中・県内在住・現在の住所に1年以上居住・離職までの勤務先に1年以上勤務資金使途 教育費（※２）・医療費（※３）教育費（※２）・医療費（※３）教育費（※２）・医療費（※３）教育費（※２）・医療費（※３）貸付限度額 １００万円貸付利率 １．６％（保証料は別途必要）貸付期間 ５年以内（据え置き期間６ヶ月以内）主な書類 中小企業に勤務する方：印鑑証明書・本人を確認できる書類・公的所得証明書　等離職中の方：‥雇用保険受給資格者証・印鑑証明書・本人を確認できる書類　等担保・保証 （社）日本労働者信用基金協会の保証をご利用いただきます。ただし、離職中の方は連帯保証人１名が必要です。

＜取扱窓口＞近畿労働金庫県内各支店へ（Ｐ１２）※３　医療費については、家族の入院・外来等治療費又は本人の高額歯科治療費が対象です。

（２）生活支援資金融資制度（２）生活支援資金融資制度（２）生活支援資金融資制度（２）生活支援資金融資制度

奈良県勤労者生活支援資金融資制度（こまどりローン）（１）育児・介護休業生活資金融資（１）育児・介護休業生活資金融資（１）育児・介護休業生活資金融資（１）育児・介護休業生活資金融資

※１　中小企業とは、常時雇用従業員数が、製造業その他３００人以下、卸売業１００人以下、小売業５０人以下、      サービス業１００人以下の企業をいう。※２　教育費については、本人又は家族が教育施設に入学・在学するための教育資金が対象です。
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※お問い合わせは、（独）勤労者退職金共済機構　勤労者財産形成事業本部まで。　　TEL：03-6731-2935　　URL : http://www.zaikei.taisyokukin.go.jp
（３）財形持家融資制度（３）財形持家融資制度（３）財形持家融資制度（３）財形持家融資制度
（２）財形給付金制度・基金制度（２）財形給付金制度・基金制度（２）財形給付金制度・基金制度（２）財形給付金制度・基金制度

勤労者財産形成促進制度
（１）財形貯蓄制度（１）財形貯蓄制度（１）財形貯蓄制度（１）財形貯蓄制度
　勤労者財産形成促進制度（財形制度）は、昭和４６年に制定された勤労者財産形成促進法（財形法）に基づいて創設され、勤労者の貯蓄や持家といった財産づくりのための努力に対して、国や事業主が援助、協力するもので、福利厚生の一環として、勤労者の財産形成を支援し、優秀な人材確保・定着に貢献する制度です。　なお、財形制度を勤労者がご利用いただくためには、事業主が会社に財形制度を導入することが必要です。　主な制度は次のとおりです。　勤労者が財形貯蓄取扱機関と契約を結び、定期的に賃金からの控除（給与天引）により、事業主を通じて積み立てていく貯蓄制度で、貯蓄目的を問わない「一般財形貯蓄」、年金として支払いを受けることを目的とする「財形年金貯蓄」、マイホームの資金づくりを目的とする「財形住宅貯蓄」とがあります。　財形年金貯蓄と財形住宅貯蓄は、あわせて残高５５０万円までの利子等に税金がかかりません。　財形給付金制度は、事業主が財形貯蓄をしている勤労者に毎年定期的に金銭を拠出することにより、財形基金制度は事業主と財形貯蓄を有する勤労者が設立して事業主から拠出を受けた金銭を運用し、その元利合計額を支給することにより、勤労者の財産づくりを援助促進する制度です。　どちらも、国の税制上の優遇措置があります。　国と事業主が協力して、勤労者の財産の主要な柱である持家の取得を促進しようとする融資制度で、住宅を建設、購入又は改良するための資金を事業主・事業主団体及び福利厚生会社を通じて融資する転貸融資と、勤労者に直接融資する直接融資があります。
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